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＜要   約＞ 
 本研究は，精神保健福祉士の卒後教育の現状と課題についてまとめ，教育機関が果たすこ
とができる相談援助専門職卒後教育に関する役割について明らかにすることを目的としてい
る。 
 専門職団体である日本精神保健福祉士協会が体系化している生涯研修制度を代表とする
Off-JT，精神保健福祉士が所属する職場内での業務オリエンテーションを含む教育実践の
OJTの内容について検討し，社会的要請による体系化の必要性が認識され実践されているこ
とが分かった。さらに，精神保健福祉士の現任者に対する調査によって，現在のOff-JTと
OJTの課題と卒後教育に対するニーズを明らかにする試みを行った。その中で，OJTやOff-
JTの場面では十分に役割を果たすことのできていない教育プログラムについて，3 点ほど指
摘することができた。1 点目は経験年数や経験によって区別される研修の必要性とそれによ
る弊害である。2 点目は，所属機関等の名前と役割を背負い研修に参加している現状とそれ
に伴う参加意識の問題である。3 点目としては，研修内容のニーズとして研究方法と専門職
の教育方法があることも明らかになった。教育機関だからこそ担える精神保健福祉士の卒後
教育プログラムの試案を作成し，実施する準備を進めている所である。 
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１．はじめに 
 精神保健福祉士法第41条の2 に，精神保健及び
精神障害者の福祉を取り巻く環境の変化による業
務内容の変化に適応するために，相談援助に関す
る知識及び技能の向上に努めなければならないと
する「資質向上の責務」が，2010年の精神保健
福祉士法改正の際，加えられた。 
 一方，同法第 2 条において，精神保健福祉士
とは施策の推進のために必要な精神障害者に対す
る「社会復帰に関する相談，助言，指導」，「日常
生活への適応のために必要な訓練」に特化した業
務を規定している。したがって，「国の施策の都
合によって，精神保健福祉士の対象や業務の範囲
等は変化する」1)ことから，多面的に社会及び保
健医療福祉施策の動向を捉え，精神保健福祉士の
あり方を問い続けていく必要がある。その姿勢が
また「資質向上の責務」という義務規定の具現化
に繋がっていると言える。 
 これらの法規定がなされる前から，日本精神保
健福祉士協会は，専門職団体として自らの資質向
上に向けた生涯研修制度を体系化し，対象者及び
国民への責任を果たし会員のニーズに応えてきた。
すなわち「精神保健福祉士としての専門的諸活動
が，国家資格に基づく最低限の質の担保とともに，
専門職としての生涯に渡って続けられる研鑽によ
るものであるという認識を有しています。本協会
は，専門職団体として，こうした研鑽の機会をよ
り多くの構成員に提供し，職務に関する知識・技
術ならびに倫理・資質の向上を図ることを目的と
して本制度を創設することになりました。 
 国家資格は，原則として更新制ではなく，専門
職団体として質の向上に努めることは，利用者を
初めとする国民全体への責任を果たすことでもあ
り，それが，専門職としての信頼を得るためにも
必要な自助努力ともいえます。」2)としている。 
 また，精神保健福祉士が勤務する医療機関や障
害者福祉施設等でも職場内研修の取り組みが盛ん
に行われている。同職種内での勉強会やスーパー
ビジョンだけでなく，チームアプローチを前提と
した多職種でのケース検討会や制度学習等がある。
しかし，この取り組みには職場によって格差があ
り，教育指導体制を持ちにくい少人数職場もある
ことから職場外にスーパービジョンを求めなけれ
ばならない者も多い。 
 以上のように精神保健福祉士の現任者に対する
研修制度の必要性は重視され，専門職団体として
体系化され実践されている。さらに，職場内にお
いても業務オリエンテーションを含む教育が実践
されるようになってきている。 
 しかし，精神科医療及び障害者福祉現場に勤務
する者の抱える課題については，上記の研修制度
では解決しないものをはらんでいるように考えら
れる。一つ目は職業人として仕事をする上での課
題への対処である。二つ目には，多様化する相談
援助専門職への社会的期待と職場内での仕事内容
とのアンバランスさに整理がつかず，アイデン
ティティの喪失のような課題である。 
 本論では，現在多様な領域で実践されている職
業人に対する教育手法を概観し，それを踏まえて精
神保健福祉士の生涯研修制度について整理する。
一方で，それらでは対処できていない精神保健福
祉士現任者の抱える課題を取り上げ，教育機関と
しての卒後教育についての試みを示す。 
 
２．職業人に対する教育手法と精神保健福
祉士現任者に対する教育体制 
 職業人の人材育成の教育手法には，①仕事の場
を離れて行うもの，②職場内で実際の仕事を通じ
て行うもの，③自己成長を目的として行われるも
のの 3 つに大別される。 
 職場を離れて行われる教育をOff-JT（Off the Job 
Training：集合教育），職場内での教育研修等を
OJT（On the Job Training：職場内教育），自己成
長を目的として行われる能力開発の機会を自己啓
発と言い，多様な職種，職場で実践されている3)。 
 Off-JTは，仕事を離れて行われる集合研修や講
習会等があり，職場外訓練とも言う。専門職団体
による研修もこれに含まれると言える。この方法
の長所としては，体系的，専門的指導で効率的に
教育ができることである。一方短所としては，費
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用がかかることや知識は獲得できるがそれぞれの
職場の職務に直結するものとは限らないことであ
る。しかし，精神保健福祉士のような専門職につ
いては，上述の通り「国の施策の都合によって，
精神保健福祉士の対象や業務の範囲等は変化す
る」と指摘されていたように，社会情勢によって
その期待される役割は変化し，専門職の責務とし
て専門職団体から得られる情報は本来であれば職
務に直結していくものと考えられる。したがって，
精神保健福祉士についてはOff-JTは資格取得者の
必須であると言える。 
 日本精神保健福祉士協会の生涯研修制度は，
2008年に組み替えられ，3 体系に構成された。す
なわち，①基幹研修，②養成研修，③課題別研修
の 3 体系（図 1 ）である。 
 基幹研修は，協会入会からの経過年数に応じた
積み上げ式の研修で，原則として全構成員を対象
としている。「基礎研修」として，入会時に配布す
る「構成員ハンドブック」を活用した自主学習，
「基幹研修Ⅰ」は原則入会 3 年未満に受講，「基幹
研修Ⅱ」は入会から 3 年経過し基幹研修Ⅰを修了
後概ね 3 年度以内であること，「基幹研修Ⅲ」は基
幹研修Ⅱを修了し，原則として 3 年度以内の者に
対して実施する。基幹研修Ⅲまで受講すると，協
会の「研修認定精神保健福祉士」となる。さらに，
「研修認定精神保健福祉士」の質を担保するために 
5 年後に研修を実施し，「認定精神保健福祉士」と
し，その後は 5 年ごとに更新研修を実施していく。
精神保健福祉士の専門性，精神保健福祉制度・政
策論等の基礎から，ソーシャルワーク実践事例に
 
 
図1 日本精神保健福祉士協会の生涯研修制度(ホームページより抜粋) 
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ついてグループディスカッション等を通じて検討
していく。 
 養成研修とは，協会における各種事業への参画
を期待し，特定のテーマに基づくエキスパートを
養成する研修である。受講要件は，研修認定精神
保健福祉士あるいは認定精神保健福祉士であるこ
ととし，各養成研修に応じた経験年数等の諸要件
がある。特に全国で開催される協会の研修を支え
る講師育成もスーパーバイザー養成とは別に行わ
れている。 
 課題別研修とは，基幹研修修了の有無は問わず，
時宜に適った社会的要請の高いテーマで実施して
いる。社会情勢等も反映させながら災害や認知症，
地域移行・定着に関わるテーマ等が上げられてい
る。 
 体系的な仕組みであり，「医療保健福祉領域にお
ける人材確保の需要は高まっており，団体認定に
よる国家資格の質の担保を，国も奨励しつつあり
ます。他団体でも同様の制度を有し，各団体の独
自規定による認定制度を用いて会員の資質の高さ
をアピールしています。本協会は，専門職団体と
して，精神保健福祉士が専門職としての信頼を高
めるための責任を果たすこと，政策的課題への取
り組みの一環として時代の要請に応えられる人材
養成を充実することなどを目的として，本制度に
取り組むことを方針に掲げています。国家資格の
取得者数が年々増加するなか，本協会に所属する
精神保健福祉士は，一定の高い質を有することを
担保できるシステムとして，本制度を円滑かつ順
調に展開したいと考えています。」4)とするように，
専門職団体として職域拡大や診療報酬上での位置
づけ等の制度上での業務獲得とも相まって，これ
らの研修制度は認定精神保健福祉士制度として位
置づけもなされている。これは専門社会福祉士制
度等との関連も考えられ，将来的には有資格者で
あっても研修の有無が，携わることが可能な業務
に繋がるかもしれないという意味を持っており，
各自のキャリアアップと直結するものとして位置
づける必要がある。現に，スクールソーシャル
ワーカーや成年後見人，精神保健福祉士養成に関
わる実習指導者等については，研修の有無が業務
実施の可否に関わっている。 
 今後，精神保健福祉法改正に伴う保護者制度の
廃止や精神医療審査会の新委員の配置，医療圏に
おける精神科救急システムの設置等により精神保
健福祉士の登用が増加することが予定されている。
それらの一つ一つの内容について社会的責任を担
う人材の配置は，直ぐには認定精神保健福祉士の
必置とまではいかないにしろ，最低限その内容に
特化した研修は必須であると言えよう。 
 一方，OJTは職場内で上司・先輩が，部下や後輩
に日常の仕事を通じて，必要な知識や技術，仕事
への取り組みなどを教育するものであり，職場内
訓練とも言われる。わが国では，OJTは職場内で行
われる教育や訓練全般を漠然と指すことが多く
なっているが，本来は明確な育成プランの下で行
われるものとされている。すなわち「説明する」，
「手本を見せる」，「実際にさせてみる」，「評価・指
導する」という手順を繰り返す一連の教育･訓練方
法である。職場のマニュアルを作成し，それに基
づく実践を上記の手順で行う方法もあるが，専門
職としての判断を伴う職種においては，マニュア
ル化できる業務とそれに当てはまらない業務を区
別した教育及び訓練が必要となる。 
 OJTの長所は，労働時間内に行うことができ，費
用がかからないこと，また業務に即した内容を指
導できることである。さらに一人ひとりの課題に
応じた具体的な取り組みが可能であり，個別に最
も有効な方法で育成することによって成長が早ま
ると言われている5)。短所としては，指導者の知識
及び実践技術や，指導する技術によって教育成果
が変わること，また業務が忙しいと教育時間を取
ることができない等が上げられる。現在，精神保
健福祉士が勤務する職場は，民間の医療機関及び
社会福祉法人等の障害者や高齢者の福祉施設が多
い。したがって，OJTは未だ自助努力とされ，職場
格差は大きい。また，指導者は経験と職位により
決まり，それぞれの我流に頼っているのが現状で
ある。Off-JTである日本精神保健福祉士協会の養成
研修にスーパーバイザー養成研修はあるが，その
研修を受けている者は限られている。また，精神
保健福祉士養成課程においても理論としてスー
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パービジョンに関する知識を学び，実習指導教育
の中でスーパーバイジーとしての経験をしている
にすぎない。 
 第  3 の教育手法として自己啓発があり，Self-
Developmentと言われる。個人の意思により，課題
意識をもって自主参加する研修やセミナー，通信
教育等を指す。職場が費用を負担する場合なども
あるが境界は曖昧であり，読書等を含む考え方も
ある6)。日本精神保健福祉士協会の全国大会や関
連学会への参加や研究発表等はここに位置づけら
れると言えるであろう。また，社会保険労務士等
の資格取得や，講演会等へ参加することも含まれ
る。 
 現時点では，精神保健福祉士養成校で自主的に
行われている卒業生との勉強会等も該当する。本
学においても，卒業生の中で保健医療機関に勤務
する精神保健福祉士及び社会福祉士現任者の勉強
会をソーシャルワーク研究会として実施している。
その中で，OJTやOff-JTでは対処できていない教育
機関の役割と課題について検討する。 
 
３．精神保健福祉士現任者の抱える課題 
 本学で開催している主として卒業生を対象とす
る，保健医療機関に勤務する精神保健福祉士及び
社会福祉士現任者の勉強会を，ソーシャルワーク
研究会として2006年から実施している。相談援
助専門職である精神保健福祉士及び社会福祉士の
国家資格のいずれかあるいは両方を取得し，保健
医療機関で勤務をしている卒後11年を迎える 1 
期生から新卒の11期生までが年 4 回程度の研究
会に参加している。同窓の縦の人脈を広げること，
保健医療福祉の動向を学ぶこと，またそれぞれの
実践を報告する機会を設け事例検討を行うことを
目的としている。さらに近年は，同学年のみの勉
強会や前後する学年で同様の課題を抱えたグルー
プでの情報交換会等も実施され，研究会を離れた
サブグループ活動も活発になっている。 
 本論では，医療・福祉制度の動向が活発になっ
ている精神保健福祉分野に限定し，精神保健福祉
士として実践している 1 期生から11期生で2013
年 5 月及び 9 月に実施した研究会に参加した36
名に対して調査票を用いて教育機関が実施する卒
後教育のあり方についてアンケートを実施した。
36名全員から回答を得ることができた。アンケー
ト項目は，①属性，②研修で役立っていること，
③母校での研究会に望むことの 3 項目である。 
 
（１）属性 
 アンケートの回答者の属性は以下の通りである。 
・女性36名（100％）であった。 
・平均年齢27.4歳 
・精神保健福祉士としての経験年数 平均 6 年 
7 ヶ月 
 
表１ 経験年数 
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 内訳： 
・現在の勤務先については，医療機関が最も多く
28名（77.8％），障害者施設（就労継続，グ
ループホーム）6 名（16.7％），市役所  2 名
（5.5％）であった。 
・Off-JTとして，日本精神保健福祉士協会の研修
会への参加については，1 年目（入職 2 ヶ月）
2 名及び 2 年目 1 名を除く33名が段階的に参加
している。 
 
（２）研修で役立っていること 
 研修で役立っていることとして，事前に  2  名
のプレの聞き取りから得られた内容を13項目に
まとめ，「はい」「いいえ」で問い，その理由につ
いて自由記述を求めた。13項目とは，①人脈の
拡大，②職場内の同職種の上司との人間関係の相
談，③職場内の同職種の同僚との人間関係の相談，
④職場内の同職種の後輩への指導方法の相談，⑤
職場内の多職種との連携方法へのアドバイス，⑥
所属機関の運営・経営等含む組織貢献へのアドバ
イス，⑦他機関との連携方法へのアドバイス，⑧
利用者や家族等個別ケースの援助方法のアドバイ
ス，⑨業務のアドバイス(職務遂行力)，⑩求めら
れる専門的知識と技術の習得，⑪トラブル対処方
法のアドバイス(問題解決能力)，⑫転職やキャリ
アアップの相談・アドバイス，⑬職業人としての
マナーや常識の習得，である。結果は表 2 の通
りである。 
 中でも「①人脈の拡大」，「⑤多職種との連携方
法」，「⑧個別ケースの援助方法」，「⑩求められる
専門知識と技術の習得」の 4 項目については，
経験年数に関わらず36名全員が役立っているこ
ととしてあげている。この 4 項目の内，「⑤多職
種との連携方法」，「⑧個別ケースの援助方法」，
「⑩求められる専門知識と技術の習得」の 3 項目
については，OJTやOff-JTでも取り上げられる内
容である。「はい」と回答した理由を自由記述か
ら考察すると「繰り返し学ぶ機会を設けている」，
「内容によって学びの場を選んでいる」等が上
がっていたが，12名（33.3％）と最も多い答えと
しては「母校の研究会は学生のように分からない
ことを分からないと言える」というものであった。 
 その他，特徴的な結果としてあげられるものと
しては，「④後輩への指導方法」について「は
い」と回答した者26名の内，経験年数 4 年を経
た者が23名（88.5％）を占めた。その理由には，
「後輩と組んで業務を行う機会が増えたが，アド
バイスをしても通じない」，「上司から後輩指導担
当者に任命されたが，時間が取れず困っている」，
「後輩の指導はどこまですれば良いのかその方法
も内容も自分で考えているため不安」等が上がっ
た。 
 一方，「⑫転職やキャリアアップの相談」につ
いて「はい」と回答した者13名については，経
験年数が 3 年から 5 年を経た者が 9 名（69.2％）
を占め，初年及び 1 年経た者が 4 名（30.8％）で
あった。経験年数が 3 年から 5 年を経た者の理
由としては「現在の職場の院長や直属の上司等が
変わり，精神保健福祉士としての業務が変更にな
るため不満である」，「誰にも相談できない」，「経
験を買われ，転職を持ちかけられたが，どのよう
なメリットとデメリットがあるか分からない」等
であった。経験年数の浅い者の理由は「現在の職
場の上司や先輩の指導内容が理解できないため付
いていけない」，「給料や勤務体制等働き始めて分
かったことが多く，他と比べてどのようなものか
知りたい」等であった。 
 「⑥運営・経営等を含む組織貢献へのアドバイ
ス」については，「はい」と回答した者30名は全
員経験年数 3 年を経た者であった。その理由は，
「プロジェクトを任されることになったが，他の
病院がどのように取り組んでいるのか知りたい」，
「職場内に政策動向を理解している人が少なく，
相談ができない」，「多職種から業務に関わる精神
保健福祉士としての意見を求められるが，上司や
先輩の助言が参考にならないため焦っている」，
「精神保健福祉士としての業務に対する評価は，
医療費の支払い（回収）を含む経営に関わること
を抜きにはないことが分かった。ジレンマに陥る
こともあり，結果について上司が褒められ，後輩
からは嫌みを言われる」等であった。 
 また，「⑬職業人としてのマナーや常識」につ
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いて「はい」と回答した者23名の内，経験年数 4 
年 以下が 10名（ 43.5％）， 7 年 以 上 が  6 名
（26.1％）と 2 極化した。特に 7 年以上の者につ
いては，「後輩の指導上，知識が必要」，「役割と
して他機関や組織上層部と関わることが多くなっ
た」，「精神保健福祉士の部署として意見を伝える
ためのプレゼンテーション能力が必要となった」
等，キャリアアップに伴う職場内での役割の拡大
から切実な状況であることが分かった。また，そ
のための研修はOff-JTでも行われていないと言う。 
 
（３）母校での研究会に望むこと 
 最後に，OJTやOff-JTでもなく精神保健福祉士
養成校でもある母校での研究会に望むことを自由
記述で求めたところ，次のような記述があった。 
・本音が言える場所であり，業務上の悩みや援助
方法についても具体的な解決ができる。 
・素の自分として受け入れて貰える場所であり，
対決する相手ではないので，援助方法について
分かるまで聴くことができ，アドバイスを受け
ることができる。 
・人脈が広がり，仕事をする上で余裕を持って先
輩や後輩が所属する他機関に連絡が取れる。本
当の連携が取れる気がする。 
・OJTには，自分の職場の名前を背負って参加す
ることになるため，専門職団体の研修でも仕事
を離れることができないことが多い。母校では
それがないので，職場の愚痴もあるが，冷静に
良い点や課題も考えることができる。 
・専門職団体の研修は，キャリアアップに繋がる
ものであり，受講しなければならないという焦
りがあり，業務を行うための義務でもある。そ
のことが受講の理由であり，受講すれば勉強に
なるし面白いと思うが，職場内で自分ばかりが
自費で受けており，上司や後輩に不満を感じる
ことも多い。母校では，友人や先輩・後輩に会
える楽しみや，純粋に勉強する楽しさがある。 
・専門職団体の研修だからこそ，どこから職場に
漏れるのか不安になることもあるため気が張っ
ている。援助事例についても失敗例を言いづら
いし，事例検討でも間違ったことを言うと職場
の評判に関わるかもしれないので，意見を言う
表２ 研修で役立っていること 
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のも緊張する。母校だと学生時代の自分も含め
て周りが理解しているので，どんな意見も楽し
い。 
・先輩は尊敬できるし，失敗例にも学べる。後輩
には負けないようにしたいが，先輩が失敗例を
話してくれることが勉強になるので，自分も後
輩に伝えることに抵抗が少ない。 
・転職の話し等をすることもできるので，前向き
になる。 
・保健医療福祉の知識や技術だけではなく，研究
方法やプレゼンテーション技術等について本当
に必要であり，ビジネススクールに行くには経
済的，時間的余裕がなく，内容もフィットして
いないことも多い。その点，大学の先生には教
えて頂けるし，学会発表や職場でのプレゼン
テーション前に，卒業生同士あるいは先生相手
に予行練習もでき，助言が貰える。 
 次に，これらの自由記述及び研修で役立ってい
ることの調査結果から，OJTやOff-JTで現時点で
は十分に対応できていない精神保健福祉士の卒後
教育内容についてまとめる。さらに，それらにつ
いて教育機関が担える役割について検討する。 
 
４．教育機関における卒後教育プログラム
作成への課題提起 
 これまで，精神保健福祉士の卒後教育のあり方
について，現在実践されている専門職団体や職場
内での研修について概観し，それらを踏まえなが
ら現職の精神保健福祉士が抱える研修に対する課
題について調査を実施した。 
 その中で，OJTやOff-JTの場面では十分に役割
を果たすことのできていない教育プログラムにつ
いては以下の通りまとめることができよう。 
 まず第 1 点目として，OJTやOff-JTとも共通す
る事項としては，経験年数や職務経験，能力に
よって学びたい内容に関するニーズが異なるため，
それに配慮したプログラムを検討する必要がある。
しかし，経験年数が多岐に渡る者が一緒に学ぶこ
とによって両者に得られるものもあるため，区分
したグループによるプログラムが必ずしも良い訳
ではない。 
 次に 2 点目は，同職種や同職場の者同士が一
緒に学び議論する環境は，実務に直結する面も多
く，役割行動を意識する者も多いことが指摘でき
る。教育機関の特に母校における研修では，同じ
内容であったとしても，参加者が一人の学ぶ者と
しての自由な意識を持つことができる場面が提供
できる可能性がある。 
 また 3 点目としては，職場で求められる職業
人としての知識や技術の中でも，実践をまとめる
研究方法と，後輩を指導していく職場における専
門職の教育方法について学ぶ場を提供できる可能
性もあると言える。 
 これら 3 点への対応として，教育機関での実
践を前提とする卒後教育プログラムの作成への課
題提起を行う。 
 1 点目と 2 点目については，母校という場面の
メリットを指しており，その環境を活かす上での
有効な視点である。それを活用し，さらに教育機
関の機能を最大限に発揮するには，3 点目に指摘
した現職精神保健福祉士のニーズに応えることで
はないだろうか。 
 特に，3 点目に上げられた研究方法と職場にお
ける教育方法について学ぶという点については，
まさに精神保健福祉士のOJT実践のために必要な
事項であり，精神保健福祉士の質の担保及び資質
向上の責務の実践に結び付くものと言えよう。さ
らに，1 点目の指摘を踏まえ，新任者から指導者
までを対象とした研究方法及び職場における専門
職教育方法の卒後教育プログラム作成を試みる必
要がある。 
 
５．まとめ及び今後の課題 
 本論では，相談援助専門職である精神保健福祉
士の質の担保について社会的要請を受けている現
状を問題意識として，専門職団体や職場で取り組
んでいるその実践内容を整理してきた。課題と研
修の体系化の必要性については，いずれにおいて
も共通して認識されており，それぞれに取り組ま
れてきていると言える。それでも現職の精神保健
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福祉士一人ひとりからは多様な問題提起がなされ
ている。それらを整理してみると，国の政策に
よって対象や業務内容が変化する特異性と，さら
にマニュアル化できない業務内容も多い対人援助
を業とすることによるジレンマ等が上げられた。
また，変化する業務の不安定さと，職場によって
異なる専門職の職務内容について，本音を出しな
がら学ぶ環境が求められていることも指摘された。
また，本当に必要な研修内容の一つとして，現行
の研修では十分に実施されていないものが，研究
方法と専門職の教育方法であることも明らかに
なった。 
 現在，教育機関だからこそ担える精神保健福祉
士の卒後教育プログラムの試案を作成し，実施す
る準備を進めている所である。 
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